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本資料は、独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構（以下「機構」）が信頼できると判断した各種資料に
基づいて作成されていますが、機構は本資料に含まれるデータおよび情報の正確性、完全性、又は適時性を保
証するものではありません。

また、本資料の内容は、参考資料として提供されるものであり、法的、専門的、又は投資に関する助言を構成
するものではありません。したがって、本資料の利用により生じた損失又は損害について、機構は一切の責任
を負いません。本資料の内容は、第三者に対する権利又はライセンスの付与を意味するものではありません。
本資料に記載された見解や意見は、著者の個人的な見解であり、必ずしも機構の公式見解、政策、決定を反映
するものではありません。

本資料には第三者の著作物が含まれる場合があります。機構又は各著作権者の事前の書面による承諾なしに、
本資料の全部又は一部を無断で複製、頒付、又は引用することは固く禁じられています。私的利用、教育利用、
引用など、日本国の著作権法に基づき利用できる範囲を超えて本資料を利用する場合は、機構又は関連する著
作権者からの事前の承諾が必要です。

Copyright (C) Japan Organization for Metals and Energy Security All Rights Reserved.
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1. トランプ2.0政権と米国の
エネルギートランジション
の現状
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✓OBBBA
✓FERC
✓追加関税

就任初日、国家エネルギー緊急事態宣言

エネルギートランジション鈍化の流れの中でのトランプ2.0 政権の誕生
American Energy Dominance
米国がエネルギーの主導権を握る

Green New Scam !

気候変動は
「最大の詐欺行為」

化石燃料を中心とした
自国産エネルギーに
より世界市場を席巻

第2次トランプ政権のエネルギー方針

温暖化ガス排出と気候
変動の関係を否定

化石燃料寄りに政策
方針を大幅に変更

石炭ロイヤリティ、12.5 から7％に低減

メタン排出賦課金、10年間の延期

無形掘削コストに対する優遇税制の復活

化石燃料回帰

自国産業(製造業復活
・農業支援)に対する
保護主義政策

関税・非関税障壁

IMO: 国際海事機関

EPA: 米国環境保護庁

パリ協定からの離脱

EPA、危険因子判定の撤回を提案

IMO* 1ネットゼロ・フレームワーク反対

温暖化ガス排出規制の根拠となる

目まぐるしく変わる関税方針

22年インフレ削減法(IRA) と税額控除

21年インフラ投資雇用法(IIJA) 水素ハブ

直接的影響 バイデン政権下のクリーンテック・脱炭素政策

フラッグシップ・クリーンテック躍進の原動力

Homegrown Energy

Reshoring

バックグラウンド クリーンテック・脱炭素事業

モメンタム 
の退潮

欧州系メジャー

一方で不安材料が出尽くしたと考える事業者も

資金調達コストの上昇

資機材価格・人件費高騰

需要の遅れ (クリーン水素)

化石燃料へのシフト

過去5年で最も低調勢い

投資に対するネガティブ要因
不確実性・不透明性
→米関税・クリーン政策

関税・クリーン政策の不透明性

25年7月4日、

大型の減税・歳出法、OBBBA 成立
(One Big Beautiful Bill Act)
各種の税制改正項目を含む予算調整措置法

Homegrown ( 自国産)エネルギーか
どうかの判断が勝敗の分かれ目

IRA ・IIJA の抜本的見直し

DC/AI の急拡大による
膨大な電力需要の増加

米国

米国

発電所

DC

ガス田

P/L

✓インフラ整備
✓許認可手続き
✓クリーン電力

年間発電量
約4,400TWh

DC消費電力予測年

325 ~ 580TWh
@28年(DOE)

出所: EI Stats

出所: IEA

各国の年間
発電量

各国のDC年間
電力消費量
予測

米国の安全保障上懸念
される外国の事業体

FEOCに対する
規制強化

Foreign Entity of Concern

追加関税

AI インフラ投資計画「スターゲート」



2. 電力・再生可能エネルギー
に対する影響
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次世代原子力・水力・地熱・バイオマス

太陽光・風力発電
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元祖IRA

太陽光・風力・次世代原子力・水力・地熱・
バイオマス発電

45Y ( 発電量税額控除:    最大1.5 ￠/kWh)
48E ( 事業投資税額控除: 最大50%)

OBBBA

①26年7月4日
までに建設開始

運転開始まで4年の猶予
②27年末までの運転開始は対象

後期の控除
減額

クリーンテック事業開発税額控除

クリーンテック製品生産税額控除

元祖IRA OBBBA

太陽光・風力・次世代原子力・水力・地熱・BESS

45X ( 製品生産税額控除: 例、太陽電池モジュール: 最大7￠/ Wh )
48C ( 事業投資税額控除: 最大30%)

27年末までの
出荷開始が条件

風力関連品 (ナセル、
ブレード、タワー)

風力関連製品大幅短縮

その他

風力発電

太陽光・風力発電事業に圧倒的不利となる変更

風力発電関連製品生産に圧倒的不利となる変更
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GW 急激な製造能力拡大: 

太陽光モジュール

OBBBAによるIRA ( インフレ削減法)税額控除の見直し:  クリーン電力

順調なクリーンテック製品の生産拡大

→モメンタム(勢い)の維持が可能か?
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ほぼ一定
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%

電力需要増加の中、太陽光発電は追加電源の8割を占める

再エネ電力なしに米国の
電力市場設計は困難

一時的な落ち込みは
あるものの、その
後は堅調に推移か

ガス火力増強に向けた課題

DC・AI 開発事業者
安定+クリーン電力志向

追加容量トップ10の内8州
24年大統領選挙で共和党を支持

Renewables 
are a joke

②
⑦

26年7月4日までに建設
開始できれば4年間の猶予

Ugly monsters

25年7月、米国財務省に対しIRA 適用に
関するガイドライン設定の指示

25年上半期

OBBBAにより
35年までに電力料金が4%/MWh 上昇、太陽光・陸上風力発電容量が255GW 喪失

引用: Center for Climate and Energy Solutions

太陽光発電

電力需要の大幅
な拡大

加熱するDC・AI 市場

製造業の復活
単位: %

単位: %

太陽電池・蓄電池現状
維持⇒製造業有利

出所: EIAデータをもとにJOGMEC作成

出所: 上下ともSEIAデータをもとにJOGMEC作成

%

IEAは10月、50%の下方
修正をしたがΧΦ

出所: SEIA

製造業重視、ただし



セル

38.0%

ガラス&フレーム

15.8%

その他 7.3%

組み立て

4.7%

28.7%

PVトラッカー類

5.5%

PVインバーター類

モジュール(太陽光パネル)

FEOC (Foreign Entity of Concern ）

SFE (Specified Foreign Entity/ 米国が指定する特定外国事業体)

米国の安全保障上懸念される外国の事業体

FIE (Foreign Influenced Entity/SFE の影響下にある外国事業体)

PFEが事業主体・
納税者の場合、

      税額控除

禁止された外国事業体
(PFE/Prohibited Foreign Entity)

①Direct Eligibility ( 直接適格要件)

MACR =MACR (PFE 以外の供給先による製品・部品・素材の割合)

Material Assistance Cost Ratio (MACR/ 材料支援コスト比率)

× 100%
全体費用 - PFE供給品額

全体費用

該当する税額控除の
年次・技術別の閾値
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太陽電池等 風車等 蓄電池 重要鉱物

事業開発 製品製造

MARC閾値の推移 (単位%)
太陽光発電開発の場合(45Y 発電量/48E 開発費)

②Material Assistance

100% PFE
から調達

PFEが占める
コスト

59.3% 

40.7% 

PFE以外

40% 

2026 年閾値

年々閾値は上昇

各コンポーネントに対する費用の割り当て

FEOC に対する制限強化

✓米国製造業の強化 (Reshoring)

✓米国内でのサプライチェーンの構築 経済安全保障

将来的には重要鉱物に対しても適用

適用の例

2段階の制限

100%

追加関税と共に開発事業者にとっては開発費負担増の懸念も不確実な部分も多く、財務省のガイドライン待ち

ガラス&フレーム セル インバーター

米国の安全保障上懸念される外国の事業体

クリア⇒税額控除対象

税額控除を受けるための条件
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中国

ミッシングリンク !

17.6GW
6.8GW

25年第1四半期24年第2四半期

24年、
12GW 出荷
(NREL)

米国市場

SEA-4
ベトナム、タイ、
マレーシア、
カンボジアが8割

インドネシア、
ラオス、インド
が急増

GW

出所: IEA、SEIA、NRELデータをもとにJOGMEC作成

25年第1四半期における米国の製造能力

太陽光モジュール
輸入相手国の推移

圧倒的世界シェア
サプライチェーン
全体を独占

現在は関税免除 12.5GW 非関税輸入枠導入

インゴット

大多数 (最小・最大)
マレーシア      31% (15 -250%)
ベトナム       230% (126 -396%)
タイ             375% (375 -1,000%)
カンボジア 2,000% (660 -3,529%)

AD/CVD 関税率

太陽光モジュール輸入関税の例

$

世界市場独占

不十分

24年129 億$

AD ( 反ダンピング関税)

CVD ( 補助金相殺関税)

Sec. 201 ( セーフガード関税)

+Sec. 232 ( 鉄・アルミ)

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

ベトナム

インドネシア

輸入価格 相互関税 Sec. 201 AD/CVD

ベトナム

インドネシア ただし今後追加関税の可能性あり !

追加関税による圧倒的なインパクト

太陽光パネル
(完成品)

モジュール
輸入合計

モジュール
輸入価格

相互関税

セル
輸入価格

管理費・
利益

相互関税

モジュール
製造費用

モジュール
米国内生産コスト

45X
税額控除

国内製造モジュール
国内製造セル使用

中国市場価格

国内生産ベストケース(輸入セル使用)製品輸入ベストケース

出所: SEIA、NRELデータをもとにJOGMEC作成

太陽光モジュール、輸入製品と国内製造のコスト比較

保護主義政策(高関税、FEOC規制強化)により国内の製造業の
再興(Reshoring) は進むが、

✓電力事業者・消費者の負担は増加 (費用の転嫁)
✓サプライチェーン全体の強靭化は困難(例、ウエハ)
✓開発・製造IRA の期限が不一致→米市場があってこその製造業

$/W

国内製造モジュール
海外製造セル使用

迂回輸出 (実態が中国
製造とされるもの)

追加関税によるインパクト: 再エネ開発事業・製造業 12年アンチダンピング・補助金相殺関税
18年セーフガード
22年ウイグル強制労働防止法

中国製太陽光モジュール は高
関税によって米市場でのシェア
は以前から極わずか

米産モジュール生産増

モジュール

出所: 各種データをもとにJOGMEC作成



Sunrise Wind
(追加の費用負担、リース価格の低落、資金調達コストの上昇により)17 億$の減損、事業の
一部売却およびノンリコース資金調達失敗から94億$の株主割当発行

Empire Wind 
25年4月、米国内務省BOEMによる突然の建設中止命令、その後５月に解除

VA

NJ

Vineyard Wind 1

Revolution Wind

Empire Wind

New England Wind  

Atlantic Shore 
NY/NJ

MD

Skipjack Wind

CVOW

Beacon Wind

NY
MA

RI

CT

Ocean Wind 

Dominion 
Energy

SouthCoast Wind Shell 撤退、運開34年に延期、
減損2.78 億$、内務省再審査

Sunrise Wind

建設継続・一部稼働中

25年建設開始予定、9月、
BOEM承認撤回

Block Island Wind 操業中

一部許認可不足、開発中止

South Folk Wind 操業中

Shell 、EDF減損10億$、 5月
EPA、事業許可差し戻し、開発中止

計画中止、減損39億$

PPA契約交渉

Kitty Hawk 一部許認可不足、開発凍結

Attentive Energy 1&2 
開発凍結

Carolina Long Bay
開発凍結

Leading Light
Invenergy/ energyRe
資機材調達の調整がつかず、
事業延期

Community Offshore 
Wind
開発凍結、パートナNational 
Grid 、3.03 億￡の減損

新規プロジェクト (22 年~)

緑字 建設中

開発中断・凍結

事業撤退

リース維持

25年8月、国家安全保障上の
懸念から作業停止命令、提訴

Mayland Wind 内務省、事業再審査を求め提訴US Wind

連邦政府による承認撤回・差し止め

25年4月、米国内務省による
建設中止命令、その後５月に解除

Revolution Wind
25年8月、米国内務省海洋エネルギー管理局(BOEM) が作業の停止命令、Ørsted、Rhode 
Island 州、Connecticut 州は、トランプ政権を提訴。Columbia 州特別区連邦地方裁判所は、
訴訟が進行している間の建設を再開を承認。

「国家安全保障上の利益の保護および米海域の合理的な利用への干渉の防止」

全ての海底基礎とタービンの70% が設置済み、事業の80% が完了

DC・AI

出所: McCoy Power ReportをもとにJOGMEC作成

大型 GTCC*用ガスタービン市場シェア

✓納入は早くとも30年以降
✓価格は2年間で3倍に

時間との勝負

クリーン電力

建設・製造業の急拡大

発電所建設のリードタイムとコストに上昇圧力

Sec. 232等による関税影響 (鉄・アルミ素材)

需要の急増

ガス火力発電のボトルネック
マンパワーとガスタービン

Covid 19

他事業との競合

LNGターミナル
データセンター
半導体製造

急激な電力需要の拡大

ガス火力発電

✓ベースロード(安定)電源
✓出力調整容易

米国の均等化発電原価(LCOE)

GTCC* : コンバインドサイクル

大量離職

再エネ、1~5 年

送配電網、完成に5~15 年

発電所DC

オンサイト型

併設負荷(co - located load)
ガス田

✓不安定な変動電源

再エネ+蓄電システム(BESS)

逆風下の洋上風力発電事業と今後の米国再エネ事業の行方
かつて経験したことのない
ほどの急激な電力需要増

22年⇒23年
Scope 2
(購入電力）
排出量37% 増

米国洋上風力⇒
資機材・人件費高騰、資金調達コスト上昇、追加関税と
いった事業環境の逆風に加え、トランプ政権の集中攻撃

9月末176 基の基礎完了、順調に進展
、GOM・CA州事業も凍結

✓安定供給(24x365 日)

✓クリーン
✓迅速性 (今欲しい)

Google ・TPG Rise Climate 、
Intersect Power に8億$を
出資し、「エネルギー
パーク」構想を推進、
30年までに
最大200 億$
投資

関連インフラ整備

25年11月6日時点

出所: EIGデータをもとにJOGMEC作成

出所: 各種データをもとにJOGMEC作成

White House 、6省庁に洋上風力阻止のための起草を指示
内務省、環境保護庁、国防総省、保健福祉省、運輸省、商務省

熟練労働者不足 資機材納期遅れと価格高騰



3. クリーン水素・アンモニア
に対する影響
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27年末までの
建設開始が対象

OBBBA

元祖IRA

厳しい水素事業の現状にさらに大きな打撃

出所：JOGMEC作成

脆弱な水素事業の拠り所
45V 3.00$/kg( 最大)
欧州 0.46€/kg(第1回水素

銀行平均落札価格)

27年の崖

厳しい事業環境

許認可手続き遅延

再エネ源の確保困難

電解槽の納入遅れ

製造業者
事業縮小
・閉鎖

エンジニアリング・
調達・建設契約

長期販売契約契約

事業資金確保

長納期資機材
(例、再エネ
電源用変圧器)

✓同一・他セクターとの競合

✓コストの上昇・納期の遅延

現状 OBBBA
再エネ開発税額
控除早期廃止

IRA (45V) 税額控除の早期終了

ブルー水素(化石燃料+CCS) ⇒45Q(CCS) 税額控除への切り替え

10億$

9.25 億$

10億$

12億$

12億$

9.25 億$

7.49 億$

1. ARCH2

5. MACH2
6. MachH2

3. HyVelocity H2Hub

4. HH2H

7. PN H2 Hub

2. ARCHES

5月、米国エネルギー省 (DOE) 、クリーンエネルギー実証局 
(OCED) が発行した24件、総額37億$以上の助成金を取り消し

10月1日、DOEは321 件、総額75.6 億$の補助金取り消し

9月、DOEのChris Wright 長官、バイデン政権の130 億ドルの
環境政策用補助金を国庫に返還すると発表。

10月7日新たなリスト発覚、647 件、総額240 億$補助金取り
消し、内297 件10月1日発表と重複(24 件未掲載)、350 件
(160 億$弱)追加の可能性

内OCEDには120 億ドル以上の案件がリストアップ
21年のインフラ投資雇用法(IIJA) には、 OCED
だけで10年間210 億ドルの資金が計上

Chris Wright 長官

事業名 (州) 企業名 生産物 生産容量 現状

H2OK (OK) Woodside 
Energy

G水素 290MW 撤退

メキシコ湾岸 BASF & Yara Bアンモニア 年140万t 撤退

Whiting製油所 (IN) bp B水素 無期停止

Pacific Green (WA) Atlas Argo G肥料 年70万t 延期

Massena (NY) Air Products 液体G水素 35t/日 撤退

事業名 (州) 企業名 生産物 生産容量 その他

Project Labrador 
(TX)

Chevron Bアンモニア 27年まで
に着工

Blue Point (LA) CF、JERA、
三井物産

Bアンモニア 年140
万t

25年4月
FID

政策の不確実性から事業撤退・一時停止

事業の迅速な立ち上げ リスクの限定・既存枠組みの最大限の活用

相次ぐインフラ投資雇用法(IIJA) 支援プログラムの取り消し IIJA 水素ハブプログラム

10月1日DOE補助金取り消しとなった企業の拠点がある州

水素ハブ(民主党系州) 水素ハブ(共和党系州)

継続が危ぶまれる水素ハブプログラム

全ての水素ハブがリストに含まれる

Pacific Northwest H2 ・ARCHES水素ハブが対象民主党系州関連事業に集中

全7か所、70億$、地方の水素ハブ構築支援プログラム

トランプ政権によるクリーンテック政策見直し: 水素

Pacific North H2 ⇒ 活動継続を公表
ARCHES ⇒ 現在活動停止 (加州、加大で再検討)

(例、水電解槽)

23年10月

%

出所: JOGMEC作成



4. CCS (CO2回収・貯蔵技術)
に対する影響

独立行政法人 エネルギー・金属鉱物資源機構



CCSに対するIRA 税額控除存続、一方
DOE補助(インフラ投資雇用法/IIJA)
では多くが取り消し対象に

0

20

40

60

80

100

元祖IRA およびOBBBA
有効期限に変更がなかった45Q (CCS)

EOR(石油生産増進技術)用CCS 
60$/t → 85$/t

トランプ政権下におけるCCSの位置づけ

✓1PontFive:  South Texas DAC ハブ
✓Battelle/ Climeworks / Heirloom:  

Project Cypress
助成金それぞれ最大6欧ドル

5月、米国エネルギー省 (DOE) による
24件の支援プログラム取り消し

10月1日、DOEによる321 件、総額
75.6 億$の補助金取り消し

10月7日に明らかになった新たなリスト
⇒巨大DACハブ事業が含まれる

民主党系州関連事業に集中

多くのCCS事業助成
プログラムが取り
消し対象に

CO2年回収100 万t

CO2 P/L

コーンベルト

エタノールプラント分布エリア

計画中のエタノール随伴CO2輸送用P/L

A).  湾岸エリアSTRATOS

South Texas DAC 
Hub

大型DAC事業

石油・化学品産業集中エリア 全米エタノール生産の94% 集中

P/L

石油・ガス産業のレガシー

C).  DAC技術

直接大気回収技術

Juniper I -1

DJ堆積盆地

Illinoi堆積盆地

石油・化学等高排出産業が
集積 & 老朽油・ガス田を
使ったCO2貯留

Illinoi 州Decatur

Wyoming 州Laramie
EWSハブ* 2年150 万t
WY –NE州間のガス
PLをCO2 PLに転換、
Green Plains/
Bridgeport Ethanol の
NE州エタノール
プラントからのCO2を
輸送・貯留

IL - ICCS* 1、
17年~年110 万t

Tallgrass Energy②

ADM①

Project 
Cypress

B).  中西部コーンベルト

エタノール生産施設からの
CO2回収→地元の反発

5月のDOEによる支援打ち切り

10月1日のDOEによる支援打ち切り

CCSにおける新たな事業展開

ADM (Archer Daniels Midland) *1

②Tallgrass Energy * 2②

WY州Laramie 、 1.8GW DC 建設に向けCrusoe と
戦略的パートナーシップを締結

IL州Decatur 、400MW Broadwing Energy 事業
開発事業者: LCI                    がオフテーク契約締結

① 究極のOnsite 電源
ガス調達、火力発電所、CCS

生成AI 対応DC向けクリーン電力源

DCガス田 CCS

火力発電所

All in One

出所: Latitude Mediaデータを参考にJOGMEC作成

出所: 各種データを参考にJOGMEC作成

出所: RystadデータをもとにJOGMEC作成

IIJA 関連支援の取り消し

CCS (CO2回収・
貯蔵技術)



クリーン水素・アンモニア、リチウム、CCS

Donaldsonville  
CF Industries
ブルーアンモニア

Vermilion 
Parish
最初のCO2
圧入候補地

Yazoo City
CF Industries
ブルーアンモニア

Baytown
Calpine 
CCGT発電
(FEED中、
DOE却下)

Convent 
Nucor 、還元鉄

Beaumont
Rose CO2
圧入サイトBeaumont ブルーアンモニア事業

年産110 万t、 建設中、26年運開

Baytown ブルーアンモニア事業
年産100 万t以上、 29年運開

TX州

LA州

MS州

24年9月Woodside Energy 買収

湾岸工業地帯の脱炭素

TX州、MS州に10箇所の圧入拠点

約1,500km  CO2 P/L

25年10月
Class VI 井
承認取得

Denbury
23年、49億$で   が買収

CCUS・EOR事業を展開

AR州Columbia 郡Magnolia 近郊
リチウム、塩水から回収(DLE)
direct lithium extraction

Beaumont ブルー水素事業
年産110 万t、 建設中、26年運開

Linde

AtmosClear BR
バイオマス発電

ターゲット

によるCO2回収

提供

25年7月、CF Industries 、Donaldsonville Bアンモニア、生産開始
25年10月、 、Class VI  (帯水層へのCO2圧入)承認取得
25年10月、BECCS事業者AtmosClear BR、CO2の輸送・貯留に

を選定 ⇒OBBBAが成立し、不透明さが払拭

ExxonMobil Low Carbon Solutions CCS Network

EOR

電力・化学・製鉄等高排出源からの回収 

エタノールプラントからのCO2回収 

DAC ( 大気からの直接CO2回収技術)

DC向けクリーン電源としてのCCS活用

企業 過去実績あるいは前回公表予算 変更 25年公表の予算

25~27 年、年70億$、投資の50% 年15~20 億$、投資の10~13%

23年実績、36億$ 年20億$台前半

24年実績、投資の10%  (10 億$) 25年、25% 削減

前回発表、25年50億$、投資の33% 25年45億$、投資の22~28% 

22~27 年実績、年33億$ ~30 年、年50億$ 

E&P企業によるクリーンテック・脱炭素投資の下方修正

FID

政府支援

供給 需要

事業を進めるため
には全体のバランスが
求められる。
水素やバイオ燃料など
の製品には十分な
顧客がいない。

Darren Woods CEO

市場全体の
成長が重要

事業成立の要件

30年までにCO2年5,000 万t貯蔵を目指す

ノルウェーのNorthern Light プロジェクト
CO2を貯留: 第1フェーズ年間150 万t

第2フェーズ年間500 万t

最近の動き

慎重な姿勢

に見るCCSの現在地

新
出所: 各社公表資料ををもとにJOGMEC作成

出所: 各社公表資料をもとにJOGMEC作成

出所: 各社公表資料をもとにJOGMEC作成

石油生産
増進技術

CCS

様々なCCSの事業モデルへ進化



5. バイオ燃料に対する影響

独立行政法人 エネルギー・金属鉱物資源機構



IRA: 45Z クリーン燃料生産税額控除

0
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2025 2026 2027 2028 2029

OBBBAによる
2年間の期限延長

OBBBA

元祖IRA

Homegrown Energy (自国産のエネルギー)としてのバイオ燃料の位置づけ①

✓CO2/ メタン土壌貯留
✓生物多様性
✓肥料・薬品

ILUC (間接土地
利用変化)のリスク

$ $

LUC (土地利用変化)

食品・日用品
向け不足

更なる森林伐採・農地の拡大を誘発

Land Use Change 国内産原料を使用するバイオ燃料
事業者や原料生産農家に有利な変更

米産大豆油由来SAF (持続可能な航空燃料)

45ZGREET Model 使用

出所: ICAO Oct. 2024をもとにJOGMEC作成

45Z 税額控除

LCA (ライフサイクル評価)による排出量評価

米国の二大バイオ燃料推進・支援制度

IRA: 45Z クリーン
燃料生産税額控除

再生可能燃料基準
(RFS)

追加関税

他のクリーンテックと一線を画すバイオ燃料に対する別格の待遇

農家の収入安定・
農村部の経済発展

クリーンエネルギー

目的

✓米、加、墨の原料のみ対象
✓ILUC はLCA評価から除外

バイオ・再生
可能ディーゼル

エタノール
ガソリン混合

軽油混合

搾油

発酵

大豆

トウモロコシ

共和党支持州 民主党支持州

コーンベルト

出所: JOGMEC作成

24年米大統領選挙結果とコーンベルト

出所: JOGMEC作成

ILUC を除く炭素強度

ILUC による炭素強度

各原材料ごとのSAFのLCAとILUC の割合

LCA: Life Cycle Assessment

Indirect Land Use Change

g/MJ

ILUC 込み → 68$/t

ILUC 除外 → 162$/t



バイオ・再生
可能ディーゼル

エタノール

05年、包括エネルギー政策法導入

再生可能エネルギー識別番号(RIN)

精製業者
混合業者
輸送業者

再生可能燃料量義務 (RVO)

ガソリン・軽油

環境保護庁（EPA）

一定量の再生可能燃料の混合

年毎の混合目標設定

RIN
クレジット

再生可能燃料基準(RFS)

ガソリン混合

軽油混合

成長著しい再生可能ディーゼル

IRA

IRA

RINクレジット価格の低迷

RFS導入

RVO引き上げへの期待超巨大設備による生産増

バイオ燃料事業
マージン低下

Homegrown Energy  (自国産のエネルギー)としてのバイオ燃料の位置づけ②

需要が振るわないエタノール

✓45ZGREET Model使用
✓25年6月EPA提案を参照
✓RIN価格: 1.01$/gal (25年9月22日実績を
もとに計算)

トランプ2.0 政権誕生
✓IRA 税額控除の対象外
✓追加関税中国産

廃食用油

バイオ・再生可能ディーゼルの原料

10月30日、米中首脳会談

米国側発表

25年11〜12月⇒1200 万t
26〜28年 ⇒年2500 万t

米国産大豆の最大の輸出先

実質禁輸

中国の追加関税への対抗措置

9月の輸入量”ゼロ”

RIN D4 クレジット

IRA 45Z 税額控除

1tの再生可能ディーゼル当たり

国内原料使用

北米外海外原料使用

695$

167$

25年6月、 EPAは26年・27年のRVO大幅拡大を提案

例、D4RIN  (バイオ・再生可能ディーゼル)

56.1 億ガロン@26年
58.6 億ガロン@27年

33.5 億ガロン@25年

RINクレジット価格上昇の期待

輸入バイオ燃料・輸入原料使用のバイオ燃料の価値は0.5RIN に

再生可能ディーゼル:  1.6 ないし1.7RIN

一方で

1.6~1.7RIN 0.5RIN

1ガロンバイオ燃料製造コストの上昇・消費者負担増

結論は年越しにバイオ燃料関連事業者の反発

バイオ燃料・原料生産者(農家等)には朗報

立場、見通しの違いから事業者ごとに事業戦略に温度差 拡大 ⇔ 縮小



6. まとめ

独立行政法人 エネルギー・金属鉱物資源機構



まとめ

モメンタムの退潮

エネルギー移行・脱炭素

投資意欲を削ぐ政策の不透明さ・不確実さ

負の材料は出尽くしたと見るか、まだあると見るか
太陽光発電

蓄電システム

風力発電 ⇒洋上風力

EVクリーン水素

原子力・水力・地熱

バイオ燃料

逆風

暴風

無風~やや
追い風

CCS

IRA ・IIJA

相互関税・
非関税障壁
FEOC

DC/ 生成AI による爆発的な電力需要増

国家エネルギー緊急事態宣言

American Energy Dominance
米国がエネルギーの主導権を握る

Homegrown ( 自国産)エネルギー

OBBBA

4年で5,000 億ドルをAI に投資

関税のもたらす副作用

しかし脱炭素の機運が落ち込み、産業界の脱炭素
化への動きが鈍ればマイナス⇒ 市場形成の遅れ

クリーンエネルギー: 投資回収に20年

OR

電力確保に向けた熾烈な競争

化石燃料への優遇政策

現状

OBBBA 追加関税

事業リスク

リスクは限定的
と見て先に進む

しばらく
様子を見る

米国市場への中長期的魅力に変わりはない

AI インフラ投資計画「スターゲート」

追加関税・
非関税障壁

米国産大豆の輸入制限

中国の追加関税への
対抗措置

国内製造業の復活⇒海外投資、保護主義

reshoring

レアアース

Weaponisation (武器化) 
in trade war

国内サプライチェーン構築には多くの課題: 
太陽電池のウエハ、蓄電池の陽極材等

事業開発コストの上昇

関税+インフレ⇒資機材費上昇

事業開発ラッシュ⇒人件費高騰

電力インフラ・LNG・製造業・DC

安定・クリーン・迅速性

再エネ+蓄電、ガス火力+CCS、原子力 (既存)

オンサイト型 (併設負荷/co - located load)

投資を継続、あるいは
見切りを付ける案件を
選別する。「リスクの
限定化」によって米国
市場に戻る方向性は定
まったが、関税影響や
承認手続き等個別のプ
ロジェクトをより精査
していく必要がある。

ドイツ最大の電力・
エネルギー企業

あらゆる電源が必要

事業者サイド

静観前進

全電源総動員

Krebber 社長

IEA WEO 2025 、DCへの投資: 5,800 億$> 石油投資: 5,400 億ドル@25年

25年4月、政治的不確実性を理由に米国
での洋上風力発電活動を停止


